


第 74回（H24．1．12）
東京會舘
金田会長ほか 11名

審議事項
　⑴　平成 24年度事業計画（案）について
　⑵　平成 24年度収入支出予算（案）について
　⑶　新商品の導入について
　⑷　その他

　2．福祉共済事業・年金共済事業

	 	　前年度に引き続き都道府県社会保険労務士会、保険契約締結生命保険会社及び損害保険会社等の協力を得て、制度周知と加入促進を

行った。加入者数及び給付状況は次のとおりである。

	 ⑴　死亡（高度障害・災害）給付

	 　①　加入者数

	 　　・死亡等給付

区　分 加入者数（人） 給付金別加入者内訳（人）

継続加入 1,200 1,600 万円 166 1,000 万円 275 500 万円 99 200 万円 213
新規加入 55

1,400 万円 7 800 万円 47 400 万円 198 100 万円 43脱 退 73

合 計 1,182 1,200 万円 24 600 万円 81 300 万円 29

	 　　・医療給付

区 分 加入者数（人）
継続加入 507
新規加入 24
脱 退 25
計 506



	 　②　給付実績

団

体

定

期

種 別 件 数 金額（円）
死 亡 給 付 4 18,000,000
高度障害給付 3 27,000,000
互 助 給 付 23 230,000

計 30 45,230,000

医

療

医 療 給 付 19 2,565,000
死 亡 給 付 1 100,000

計 20 2,665,000

	 ⑵　休業・療養・傷害給付、新・団体医療給付、特定疾病給付、医療給付、成人病・疾病等給付

	 　①　加入者数　（人）

区 分
休業・療養・傷害給付 新・ 団 体

医療給付
特 定 疾 病 給 付 医 療 給 付 成 人 病・

疾病等給付休業・療養 傷 害 が ん 特約ワイド 特約MAX 女性特約 EVER 女性特約
継続加入 664 557 773 1,369 203 343 32 317 128 12
新規加入 60 51 3 0 0 3 0 85 24 0
解 約 者 53 41 6 25 11 12 2 18 2 0
計 671 567 770 1,344 192 334 30 384 150 12

	



	 　②　給付実績

種 別 件 数 金額（円）
休 業 給 付 28 	4,496,666
療 養 給 付 16 	1,881,000
傷 害 給 付 20 	2,267,500
新・ 団 体 医 療 給 付 51 	8,434,849

特定疾病

給 付

が ん 61 67,849,000
特 約 ワ イ ド 3 	2,518,000
特 約 M		A		X 38 6,355,000
女 性 特 約 0 					0

医療給付
E V E R 15 2,050,000
女 性 特 約 4 				103,000

成 人 病・ 疾 病 等 給 付 5 380,000

	 ⑶　年金共済

	 　①　加入者数

区 分 加入者数（人） 加 入 口 数
継続加入 86 478
新規加入 0 0
脱 退 13 87
計 73 391

	 　②　給付実績

種 別 件 数 金額（円）
年 金 103 13,428,730
脱退一時金 10 44,231,769

計 113 57,660,499



　3．社会保険労務士賠償責任保険事業

	 ⑴	　社会保険労務士賠償責任保険が導入されてから 17年目に当たり、平成 24年 3月末日現在の加入件数は、継続加入及び中途加入を

含め開業（法人を含む。）12,717 件・勤務 160 件となった。

	 ⑵　給付実績

　　①　受付件数	 307 件

　　②　支払件数	 319 件	（支払済 123 件・支払予定 196 件）

　　③　支払保険金額　	194,647,764 円	（支払済 80,927,301 円・支払予定 113,720,463 円）

　4．保養・宿泊施設利用の斡旋事業

	 	　（財）厚生年金事業振興団、（財）船員保険会、グリーンピアセンター、（財）日本勤労福祉センター、（財）休暇村協会、（社）全国国

民年金福祉協会連合会、企業年金連合会及びパストラルが経営する保養施設等を利用した場合の利用料金の一部を補助した。利用状況

は次のとおりである。

利用者数 補　助　金 内　　訳

延 245 人 490,000 円 2,000 円 ×245 人



　5．社労士の報酬を顧問事業所から徴収するシステムの斡旋事業

	 　平成 14年 7月から次の 2社により取り扱いをしている。

	 　1．日本システム収納株式会社

	 　2．三生収納サービス株式会社

区　　　　分 受　託　数 関　与　先　数

日本システム収納 1,175 22,831

三生収納サービス 90 1,809

計 1,265 24,640

6．普及宣伝の事業

　⑴　『月刊社労士』に共済会取り扱い商品を掲載した総合パンフレット（安心サポートガイド）を 2回同封し、制度の普及に努めた。

　⑵　保険契約締結会社の協力を得て、ダイレクトメールにより制度の普及に努めた。
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